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Legalscape 利⽤規約 
 
この利⽤規約（以下「本規約」といいます。）は、株式会社
Legalscape（以下「当社」といいます。）が提供する法律情報検
索・閲覧プラットフォーム「Legalscape」（以下「本サービス」
といいます。）の利⽤に関する条件を、本サービスを利⽤する契
約者（第３条で定義します。）と当社との間で定めるものです。
契約者は、本サービスを利⽤する前に、本規約をよくお読みい
ただいたうえで、本規約に同意いただく必要があります。 

（本規約の適⽤等） 
 本規約はすべての契約者及び本サービス利⽤契約（次項で

定義します。）に対し適⽤されます。契約者は、本規約に
従って本サービスを利⽤し、本規約に同意しない限り本サ
ービスを利⽤することはできません。なお、本サービスの
利⽤を申し込む者（以下「利⽤申込者」といいます。）が、
当社が定める⽅法で本サービスの利⽤申込みを⾏った時
点で、当該利⽤申込者は本規約に同意したものとみなされ
ます。 

 利⽤申込者が、当社が定める⽅法で本サービスの利⽤申込
みを⾏い、これに対し当社が本サービスの利⽤を承諾し、
当社が定める⽅法でアカウント登録を完了した時点で、当
該利⽤申込者と当社との間で、本規約の諸規定に従った利
⽤契約（以下「本サービス利⽤契約」といいます。）が成
⽴します。当社は、当社の裁量により、利⽤申込者の本サ
ービスの利⽤申込みを拒否することがあります。 

（本規約の改定・変更） 
 当社は、当社が必要と判断する場合、本規約の内容を随時

変更できるものとします。 
 当社は、変更後の本規約の効⼒発⽣時期を定め、効⼒発⽣

時期までに、変更後の本規約の内容及び効⼒発⽣時期を契
約者に通知⼜は本サービス上への表⽰その他当社が定め
る⽅法により契約者に周知します。 

 変更後の利⽤規約は、前項の効⼒発⽣⽇からその効⼒を⽣
じるものとします。契約者は本規約の変更後も本サービス
を利⽤することにより、変更後の利⽤規約に同意したもの
とみなされます。 

 本規約が変更された後の本サービス利⽤契約には、本規約
の変更の際に別段の断りがない限り、変更後の本規約が適
⽤されます。 

（⽤語の定義） 
本規約において、次の各号に掲げる⽤語の定義は、それぞ
れ当該各号に定めるとおりとします。 

 「契約者」 
本サービス利⽤契約を締結することにより、本サー
ビスを利⽤する者 

 「コンテンツ」 
本サービス上で検索及び閲覧可能な電⼦書籍、雑誌
記事、論⽂、裁判例、官公庁資料その他情報 

 「フィックス⽅式」 
本サービス上のコンテンツ閲覧⽅式のうち、PDF 等
により書籍と同様の固定化されたレイアウトで提供
される⽅式 

 「リフロー⽅式」 

本サービス上のコンテンツ閲覧⽅式のうち、プレー
ンテキスト等により閲覧領域を変更可能な状態で提
供される⽅式 

 「利⽤ユーザー」 
契約者本⼈、⼜は、契約者が法⼈、組合その他団体で
ある場合、その役職員その他の構成員であり、本規
約に定めるユーザーID 数の範囲内で契約者が本サ
ービスの利⽤を承認した者 

 「ユーザーID」 
各利⽤ユーザーを識別するために⽤いられる符号 

 「追加コンテンツ」 
コンテンツのうち、本サービスの利⽤者が原則とし
て利⽤できる電⼦書籍に加えて、本サービス利⽤契
約とは別に、当社及び契約者が合意によりコンテン
ツに含むことを合意した電⼦書籍、雑誌記事、論⽂、
裁判例、官公庁資料その他情報 

（本サービスの機能） 
本サービスは、契約者に対する法的サービス⼜は法的アド
バイスを構成するものではなく、法律事務を取り扱うもの
ではありません。契約者は、本サービスのかかる特性を踏
まえ、⾃⼰の判断と責任において本サービスを利⽤するも
のとします。 

（利⽤料⾦等） 
 契約者は、当社に対し、利⽤申込書記載の利⽤料⾦（以下

「基本利⽤料⾦」といいます。）及び印刷・ダウンロード
利⽤料⾦（以下「印刷機能利⽤料⾦」といいます。）に消
費税及び地⽅消費税を加算した⾦額（以下「基本利⽤料⾦
等」といいます。）を、利⽤申込書記載の⽀払条件に従い、
当社が別途指定する⾦融機関の⼝座に振り込む⽅法⼜は
当社が別途指定する⽅法で⽀払うものとします。なお、振
込⼿数料は契約者が負担します。 

 利⽤ユーザー数の追加（第 10条で定義します。）があった
場合、基本利⽤料⾦等は、当該利⽤ユーザー数の追加があ
った⽇から、追加される利⽤ユーザー数に応じて再計算さ
れます。 

 本サービスの利⽤期間のうち、1か⽉に満たない期間があ
る場合でも、１か⽉分の基本利⽤料⾦等が発⽣するものと
します。 

（遅延損害⾦） 
契約者は、基本利⽤料⾦等を所定の⽀払期⽇が過ぎてもな
お⽀払わない場合、所定の⽀払期⽇の翌⽇から⽀払いに⾄
るまで、未払の基本利⽤料⾦等に対する年 14.6％の利率
で計算した⾦額を遅延損害⾦として⽀払うものとします。 

（利⽤制限） 
 契約者及び利⽤ユーザーは、私的使⽤⼜は内部使⽤⽬的で

のみコンテンツを利⽤することができるものとし、当社の
書⾯による承諾なく、当該⽬的のために必要な範囲を超え
て、コンテンツを複製、公衆送信、出版、頒布する等の⾏
為をしてはいけません。 

 契約者及び利⽤ユーザーは、著作権法その他本サービスの
利⽤にあたり適⽤される法令を遵守して本サービスを利
⽤するものとし、当社が別途定める数量、容量その他条件
を超えて、コンテンツのダウンロード、プリントアウトそ
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の他の複製を⾏ってはいけません。 
 契約者及び利⽤ユーザーは、前⼆項に違反する⾏為を第三

者に⾏わせてはいけません。 
 各利⽤ユーザーは、⾃⼰のユーザーID のみを⽤いて本サ

ービスを利⽤できるものとし、⾃⼰のユーザーID を⽤い
て第三者に対して本サービスを利⽤させてはいけません。 

 契約者は、利⽤ユーザーに対し、本規約に定める条件を周
知し、これを遵守させるものとし、利⽤ユーザーによる本
規約の違反は、契約者の本規約の違反を構成するものとし
ます。 

（コンテンツについての責任） 
 当社は、コンテンツに含まれる誤植・脱漏等について責任

を負いません。 
 契約者は、フィックス⽅式からリフロー⽅式への変換の過
程において、⽂字・図表の配置の変更、⽂字化けその他表
⽰の差異が⽣じ得ることを認識し、このことに同意します。 

 契約者は、コンテンツに含まれる電⼦書籍、雑誌記事、論
⽂、裁判例、官公庁資料その他情報の正確な記載内容を知
るためには、フィックス⽅式によらなければならないこと
を理解し、これに同意します。なお、コンテンツ提供者（原
著作者を含みます。）の意向その他著作権法上の制約から、
いくつかのコンテンツ（フィックス⽅式を含みます。）に
は⼀部マスキング処理が⾏われていることがあります。 

 当社は、コンテンツの内容を構成する電⼦書籍、雑誌記事、
論⽂、裁判例、官公庁資料その他情報の真実性（「コンテ
ンツ内容の真実性」といいます。）について保証するもの
ではなく、コンテンツ内容の真実性を信頼したことにより
契約者に⽣じた損害について⼀切の責任を負いません。 

（ユーザーID） 
 ユーザーID は、当社が別途指定する⽅法⼜は当社が定め

るアカウント管理画⾯を通じた⽅法によって、本サービス
を利⽤する者の⽒名及びメールアドレスを登録すること
により付与されるものとします。 

 契約者は、⾃らの管理責任により、利⽤ユーザーのユーザ
ーID が不正に⼜は本規約に違反して使⽤されないよう管
理するものとします。 

 契約者及び利⽤ユーザーは、いかなる場合も、ユーザーID
を第三者に貸与⼜は譲渡することはできません。 

 当社は、契約者⼜は利⽤ユーザーが、ユーザーID を不正
に⼜は本規約に違反して使⽤することによって契約者に
⽣じた損害について責任を負いません。 

 当社は、各利⽤ユーザーのユーザーID により本サービス
が利⽤された場合、当該利⽤を当該利⽤ユーザーからの利
⽤とみなし、当該利⽤について責任を負いません。 

（ユーザーID数の追加） 
 契約者は、本サービス利⽤契約に定めるユーザーID数を、

当社が定める⽅法によって申し込むことにより追加させ
ること（以下「ユーザーID数の追加」といいます。）がで
きます。 

 当社は、契約者⼜は利⽤ユーザーが第７条第４項⼜は第９
条第３項に違反して⾃⼰のユーザーID を第三者に貸与若
しくは譲渡し、⼜は⾃⼰のユーザーID を⽤いて第三者に
本サービスを利⽤させた場合、当該ユーザーID を貸与若

しくは譲渡⼜は利⽤させた⼈数につき、ユーザーID 数の
追加が⾏われたものとみなし、契約者はこれを了承します。 

（管理責任者） 
 契約者は、本サービス利⽤に関して管理責任者を定め、契

約者から当社への通知、意思表⽰その他連絡（以下「連絡
等」といいます。）及び当社から契約者への連絡等は、当
該管理責任者を通じて⾏うものとします（管理責任者をメ
ールCCに⼊れて⾏った連絡等については、当該連絡等が
⾏われてから３⽇以内に管理責任者から異議が出されな
い限り、管理責任者を通じて当該連絡等が⾏われたものと
みなされるものとします。）。ただし、契約者の代表者その
他管理責任者以外で契約者を代理する権限を有する者と
当社との間で直接連絡等を⾏うことを妨げないものとし
ます。 

 契約者は、管理責任者に変更が⽣じた場合には、当社に対
し、速やかに通知するものとします。 

 契約者は、管理責任者をして、本規約の遵守を管理監督さ
せるものとし、管理責任者の意思表⽰、通知、その他⼀切
の⾏為について、契約者としての責任を負います。 

（変更届出） 
契約者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当社に
対し変更内容を当社の定める⽅法で速やかに届け出るも
のとします。なお、変更の届出の不履⾏⼜は遅滞により、
契約者が不利益を被ったとしても、当社は⼀切その責任を
負わないものとします。 

 代表者を変更しようとする場合 
 契約者の名称を変更しようとする場合 
 住所⼜は所在地を変更しようとする場合 
 連絡先として当社に届け出ている電話番号、メール

アドレス等を変更しようとする場合 

（ご利⽤環境の整備・維持） 
 契約者は、本サービスを利⽤するにあたり⾃⼰の責任と費

⽤をもって、電気通信事業者等の電気通信サービスを利⽤
して利⽤ユーザーの設備をインターネットに接続すると
ともに、本サービスの利⽤に必要なウェブブラウザを準備
するものとします。 

 契約者の設備、前項に定めるインターネット接続並びに本
サービス利⽤のための環境に不具合がある場合、当社は利
⽤ユーザーに対して本サービスの提供義務を負わないも
のとします。 

（委託） 
当社は、本サービスの提供・改善のため必要な場合には当
社が⾏う業務の全部⼜は⼀部を研究機関その他の第三者
(以下「委託先」といいます。)に委託することができます。 

（個⼈情報の取扱い） 
当社は、契約者及び利⽤ユーザーの個⼈情報について、個
⼈情報の保護に関する法律（以下「個⼈情報保護法」とい
います。）及び当社が別途定めるプライバシーポリシー（以
下「プライバシーポリシー」といいます。）に従い取り扱
うものとします。 

（禁⽌⾏為） 
 契約者は、本サービスの利⽤にあたり、以下の各号のいず
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れかに該当する⾏為をしてはなりません。 
 当社⼜は他の契約者その他の第三者の知的財産権、
肖像権、プライバシーの権利、名誉、その他の権利⼜
は利益を侵害する⾏為（かかる侵害を直接⼜は間接
に惹起する⾏為を含みます。） 

 犯罪⾏為に関連する⾏為⼜は公序良俗に反する⾏為 
 法令に違反する⾏為 
 当社に対して虚偽⼜は不正確な情報の登録⼜は届出

をする⾏為 
 他の契約者の利⽤を妨害する⾏為⼜はそのおそれが

ある⾏為 
 コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピュ

ーター・プログラムを含む情報を送信する⾏為 
 本サービスを構成するハードウェア⼜はソフトウェ

アへの不正アクセス⾏為、クラッキング⾏為その他
設備等に⽀障を与える等の⾏為 

 本サービスに関し利⽤しうる情報を改竄する⾏為 
 本サービスに関し、リバースエンジニアリング、逆

コンパイル⼜は逆アセンブル等を実施する⾏為 
 当社による本サービスの運営を妨害するおそれのあ
る⾏為 

 他⼈のユーザーID を使⽤する⾏為⼜はその⼊⼿を
試みる⾏為 

 その他当社が不適切と認める⾏為 
 当社は、本サービスにおける契約者による情報の送信⾏為

が前項各号のいずれかに該当し、⼜は該当するおそれがあ
ると当社が判断した場合には、契約者に事前に通知するこ
となく、当該情報の全部⼜は⼀部を削除することができる
ものとします。当社は、本項に基づき当社が⾏った措置に
基づき契約者に⽣じた損害について⼀切の責任を負いま
せん。 

（規約違反に対する措置等） 
 当社は、契約者が、以下の各号のいずれかの事由に該当す

る場合は、事前に通知⼜は催告することなく、当該契約者
について本サービスの利⽤を⼀時的に停⽌し、⼜は本サー
ビス利⽤契約を解除することができます。 

 本規約のいずれかの条項に違反した場合 
 本サービスの利⽤にあたり当社に提供した情報⼜は

当社が契約者に要請した情報に虚偽の事実があるこ
とが判明した場合 

 当社、他の契約者その他の第三者に損害を⽣じさせ
るおそれのある⽬的⼜は⽅法で本サービスを利⽤し
た、⼜は利⽤しようとした場合 

 ⼿段の如何を問わず、本サービスの運営を妨害した
場合 

 ⽀払停⽌若しくは⽀払不能となり、⼜は破産⼿続、
⺠事再⽣⼿続若しくはこれらに類する⼿続の開始の
申⽴てがあった場合 

 ⾃ら振出し、若しくは引受けた⼿形若しくは⼩切⼿
につき、不渡りの処分を受けた場合、⼜は⼿形交換
所の取引停⽌処分その他これに類する措置を受けた
場合 

 差押、仮差押、仮処分、強制執⾏⼜は競売の申⽴てが
あった場合 

 租税公課の滞納処分を受けた場合 

 死亡した場合⼜は後⾒開始、保佐開始若しくは補助
開始の審判を受けた場合 

 当社からの連絡に対して 30 ⽇以内に応答がない場
合 

 その他前各号に準ずる事情があり、当社が合理的に
必要であると判断した場合 

 契約者は、前項各号のいずれかの事由に該当する場合は、
当社に対して負担する⼀切の債務について期限の利益を
喪失し、直ちに当該債務を弁済しなければならないものと
します。 

 当社は、契約者が第１項各号のいずれかの事由に該当し当
社が本サービス利⽤契約を解除した場合、当社が契約者か
ら受領済みの基本利⽤料⾦等を返還する義務を負わない
ものとします。 

（損害賠償） 
 当社は、本規約の違反により⼜は当社の責めに帰すべき事
由により本サービスの利⽤に関して契約者に損害を与え
た場合、契約者に対しその損害を賠償します。ただし、当
社が契約者に対して賠償する⾦額は、当該損害が⽣じた⽇
が属する⽉の直近２ヶ⽉の期間に対応する基本利⽤料⾦
相当額を上限とします。 

 契約者は、本規約に違反することにより当社に損害を与え
た場合、当社に対しその損害を賠償しなければなりません。 

 契約者は、本サービスに関連して他の契約者その他の第三
者からクレームを受け⼜はそれらの者との間で紛争が⽣
じた場合（ただし、第 21条に定める場合を除きます。）に
は、直ちにその内容を当社に書⾯で通知するともに、当該
クレーム⼜は紛争に関し当社の責めに帰すべき事由がな
い場合には、契約者の費⽤と責任において当該クレーム⼜
は紛争を処理するものとします。 

 契約者が本規約⼜は法令に違反して本サービスを利⽤し
たことにより、当社が、他の契約者その他の第三者から権
利侵害その他の理由により何らかの請求を受けた場合は、
契約者は当該請求に基づき当社が当該第三者に⽀払を余
儀なくされた⾦額（合理的な弁護⼠費⽤を含みます。）を
賠償しなければなりません。 

（機密保持） 
 契約者及び当社は、本サービス導⼊に関し、相⼿⽅から開

⽰された機密情報を第三者に開⽰⼜は漏洩してはなりま
せん。なお、機密情報とは、⽂書、電磁的データ、⼝頭そ
の他形式の如何を問わず、⼜は秘密の表⽰若しくは明⽰⼜
はその範囲の特定の有無にかかわらず、本サービス導⼊に
関して開⽰された相⼿⽅の技術上、営業上⼜は経営上の情
報をいいます。 

 次の各号の情報は、機密情報に該当しないものとします。 
 開⽰を受けた時、既に機密保持義務を負うことなく
所有していた情報 

 開⽰を受けた時、既に公知であった情報⼜はその後
⾃⼰の責に帰さない事由により公知となった情報 

 開⽰を受けた後に、第三者から合法的に取得した情
報 

 開⽰された機密情報によらず独⾃に開発し⼜は創作
した情報 

 契約者及び当社は、機密情報を本サービスの利⽤・提供・
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改善（以下「開⽰⽬的」といいます。）のため必要のある
役職員（雇⽤契約、委任契約⼜は業務委託契約等の契約形
態を問わず⾃⼰の業務に従事する者をいいます。）、共同研
究者、業務委託先、外部アドバイザー等であって本規約と
同等の機密保持義務を負う者にのみ開⽰できるものとし、
かつ開⽰⽬的以外の⽬的には使⽤しないものとします。 

 契約者及び当社は、本サービスの終了、本サービス利⽤契
約の契約期間満了その他の事由により本サービス利⽤契
約が終了した場合、相⼿⽅の指⽰に従い機密情報を速やか
に返還⼜は廃棄します。なお、廃棄にあたっては、機密情
報を再利⽤できない⽅法をとるものとします。 

 
第 19条の 2（利⽤データの取得及び利⽤） 

当社は、本サービスの提供・改善、新サービスの開発、本
サービスのご案内及び利⽤状況のモニタリングその他当
社が提供するサービスの運営のため、契約者及び利⽤ユー
ザーによる本サービスの利⽤状況に関するデータ（以下
「利⽤データ」といいます。）を収集し、利⽤します。収
集した利⽤データは、個⼈情報保護法を含む関係法令及び
プライバシーポリシーに従い適切に管理します。 

（知的財産権の帰属） 
本サービスにかかるすべてのコンテンツ、画像、⽂章、図
表、ソフトウェア、資料等に関する知的財産権その他⼀切
の権利は、当社⼜は当社へのコンテンツ提供者（原著作者
を含みます。）に帰属し、契約者は本規約に基づく本サー
ビスの利⽤に必要な範囲でこれらを使⽤することができ
るものとします。 

 
第 20条の 2（ロゴ等の利⽤） 

 当社は、契約者の名称（商号⼜は屋号を含みます。）及び
ロゴ（商標及びサービスマークを含みます。）を当社のウ
ェブサイト、販促資料、広告その他の媒体（以下「当社ウ
ェブサイト等」といいます。）に無償で掲載することがで
きるものとします。 

 当社は、契約者の許諾を得て、契約者の本サービスの導⼊
事例その他の記事を当社ウェブサイト等に掲載すること
ができるものとします。 

 契約者は、いつでも前⼆項の掲載の中⽌を求めることがで
き、当該要請があった場合、当社は速やかに応じるものと
します。 

（侵害の場合の責任） 
契約者は、本サービスの利⽤に関して、第三者から契約者
に対して知的財産にかかるクレーム、その他の請求を受け
た場合、直ちに当社に書⾯で通知するものとし、当社は、
その責任と負担においてかかるクレームを処理するもの
とします。ただし、かかるクレーム等の発⽣が契約者⾃⾝
の責めに帰すべき事由に基づく場合及び契約者が当社に
クレーム等の発⽣を速やかに通知しない等の事由により
当社が適切な防御を⾏う機会を逸することになった場合
は、この限りではありません。 

（契約期間） 
 本サービス利⽤契約の契約期間（以下「本契約期間」とい

います。）は利⽤申込書において契約者と当社が合意する

期間とします。 
 本契約期間満了の２か⽉前までに解約通知がなされない

場合、本サービス利⽤契約は、従前と同⼀の条件にて 1 年
間⾃動更新されるものとし、以後同様とします。 

 本サービス利⽤契約終了の理由の如何にかかわらず、本規
約第５条（ただし未払の基本利⽤料⾦等に限る。）、第６条、
第 7条第 5項、第８条、第 17条第２項、同条第３項、第
18条、第 19条、第 19条の２、第 21条、第 23条第 4項、
第 26 条、第 28 条その他性質上本サービス利⽤契約の終
了にかかわらず適⽤すべき規定は、本サービス利⽤契約が
終了した後も有効に存続するものとします。 

（本サービスの変更・停⽌等） 
 当社は、契約者に事前に通知することなく、本サービスの

内容の全部⼜は⼀部を変更⼜は追加することができるも
のとします。ただし、当該変更⼜は追加によって、変更⼜
は追加前の本サービスのすべての機能・性能が維持される
ことを保証するものではありません。 

 前項の規定にかかわらず、契約締結時⼜は契約更新時にお
いてコンテンツ（追加コンテンツを除く。）として利⽤可
能な電⼦書籍の冊数の 10％を超える冊数の電⼦書籍の利
⽤が不可能となる変更その他の本サービスの利⽤に重⼤
な影響を及ぼすような変更を⾏う場合、当社は、契約者に
対して当該変更につき事前に通知（以下「変更通知」とい
います。）するものとします。この場合、契約者は、当社
からの変更通知を受領してから２週間以内に当社に対し
て通知することで、本サービス利⽤契約を解除することが
できるものとします。ただし、追加コンテンツとして利⽤
可能な電⼦書籍の冊数の 10％を超える冊数の電⼦書籍の
利⽤が不可能となる変更が⾏われた場合については、当該
追加コンテンツの利⽤に関する契約のみ解除することが
できるものとします。 

 当社は、以下のいずれかに該当する場合には、本サービス
の利⽤の全部⼜は⼀部を停⽌⼜は中断することができる
ものとします。この場合において、当社は契約者に対して、
できる限り事前に通知するよう努めるものとします。 

 本サービスにかかるコンピューター・システムの点
検⼜は保守作業を定期的⼜は緊急に⾏う場合 

 コンピューター、通信回線等が事故により停⽌した
場合 

 ⽕災、停電、天災地変等の不可抗⼒により本サービ
スの運営ができなくなった場合 

 その他、当社が本サービスの停⽌⼜は中断を必要と
合理的に判断した場合 

 当社は、本条により契約者に⽣じた不利益、損害について
責任を負いません。 

（反社会的勢⼒の排除） 
 契約者及び当社は、現在、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員で

なくなった時から５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、
暴⼒団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ⼜は特
殊知能暴⼒集団等、その他これらに準ずる者（以下「暴⼒
団員等」という。）に該当しないこと、及び次の各号のい
ずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても
該当しないことを確約します。 

 暴⼒団員等が経営を⽀配していると認められる関係
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を有すること 
 暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認めら

れる関係を有すること 
 ⾃⼰、⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的

⼜は第三者に損害を加える⽬的をもってする等、不
当に暴⼒団員等を利⽤していると認められる関係を
有すること 

 暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、⼜は便宜を供
与する等の関与をしていると認められる関係を有す
ること 

 役員⼜は経営に実質的に関与している者が暴⼒団員
等と社会的に⾮難されるべき関係を有すること 

 契約者及び当社は、⾃ら⼜は第三者を利⽤して次の各号の
いずれにも該当する⾏為を⾏わないことを確約します。 

 暴⼒的な要求⾏為 
 法的な責任を超えた不当な要求⾏為 
 取引に関して、脅迫的な⾔動をし、⼜は暴⼒を⽤い

る⾏為 
 ⾵説を流布し、偽計を⽤い⼜は威⼒を⽤いて相⼿⽅

の信⽤を毀損し、⼜は相⼿⽅の業務を妨害する⾏為 
 その他前各号に準ずる⾏為 

 契約者⼜は当社が、暴⼒団員等若しくは第１項各号のいず
れかに該当し、若しくは前項各号のいずれかに該当する⾏
為をし、⼜は第１項の規定にもとづく表明・確約に関して
虚偽の申告をしたことが判明した場合には、相⼿⽅に対し
て何らの催告をすることなく本サービス利⽤契約を解除
することができるものとします。 

 契約者及び当社は、前項により本サービス利⽤契約を解除
した場合には、相⼿⽅に損害が⽣じたとしてもこれを⼀切
賠償する責任はないことを確認し、これを了承します。 

（連絡・通知） 
本サービスに関する問い合わせその他契約者から当社に
対する連絡等、及び本規約の変更に関する通知その他当社
から契約者に対する連絡等は、当社の定める⽅法で⾏うも
のとします。なお、当社からの通知は、当社からの発信に
よってその効⼒が⽣ずるものとします。 

（地位の譲渡等） 
契約者は、当社の書⾯による事前の承諾なく、本サービス
利⽤契約上の地位⼜は本規約に基づく権利若しくは義務
につき、第三者に対し、譲渡、移転、担保設定、その他の
処分をすることはできません。 

（分離可能性） 
 本規約のいずれかの条項⼜はその⼀部が無効⼜は執⾏不

能と判断とされた場合であっても、当該判断は他の部分に
影響を及ぼさず、本規約の残りの部分は、引き続き有効か
つ執⾏⼒を有するものとします。当社及び契約者は、当該
無効若しくは執⾏不能とされた条項⼜は部分の趣旨に従
い、これと同等の効果を確保できるように努めるとともに
修正された本規約に拘束されることに同意するものとし
ます。 

 本規約のいずれかの条項⼜はその⼀部が、ある契約者との
関係で無効⼜は執⾏不能と判断された場合であっても、他
の契約者との関係における有効性等には影響を及ぼさな

いものとします。 

（準拠法及び合意管轄） 
本規約の準拠法は⽇本法とし、本規約に起因し⼜は関連す
る⼀切の紛争については、東京地⽅裁判所⼜は東京簡易裁
判所を第⼀審の専属的合意管轄裁判所とします。 

（協議解決） 
当社及び契約者は、本規約に定めのない事項⼜は本規約の
解釈に疑義が⽣じた場合には、互いに信義誠実の原則に従
って協議の上速やかに解決を図るものとします。 

【附則】 
2021 年 6⽉ 1⽇ 制定・施⾏ 
2024 年 7⽉ 1⽇  改定 
– 第 20条の 2は、本改定の効⼒発⽣⽇の前⽇までに本サー

ビス利⽤契約を締結している契約者には適⽤されないも
のとする。 

– 第 22条第 2項は、本改定の効⼒発⽣⽇の前⽇までに有効
期間を 1 か⽉として本サービス利⽤契約を締結している
契約者については、「本有効期間満了の 10 ⽇前までに解
約通知がなされない場合、本サービス利⽤契約は、従前と
同⼀の条件にて⾃動更新されるものとします。」と読み替
えて適⽤されるものとする。 

 


